
関市自然環境等と太陽光発電設備設置事業との調和に関する条例 

 

平成３１年３月２２日 関市条例第１１号 

 

（目的） 

第１条 この条例は、関市の豊かで快適な環境及び魅力ある景観と太陽光発電設

備設置事業との調和を図るために必要な事項を定めることにより、健全で潤い

のある地域社会の発展に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定める

ところによる。 

（１） 太陽光発電設備設置事業 電気事業者による再生可能エネルギー電気

の調達に関する特別措置法（平成２３年法律第１０８号）第２条第３項に規

定する再生可能エネルギー発電設備のうち、同条第４項第１号に規定する太

陽光を再生可能エネルギー源とする設備（発電に係る附属設備を含む。以下

「太陽光発電設備」という。）の設置を行う事業をいう。 

（２） 事業者 太陽光発電設備設置事業を行う者をいう。 

（３） 事業区域 太陽光発電設備設置事業を行う一団の土地をいう。この場

合において、事業の実施にあたり工事、資材搬入等のために仮設する道、資

材置き場等については、事業区域に含まないものとする。 

（４） 自治会等 その区域に事業区域を含む地方自治法（昭和２２年法律第

６７号）第２６０条の２に規定する地縁による団体、区、自治会その他これ

らに類する団体をいう。 

（５） 近隣関係者 事業区域に隣接して土地又は建築物を所有する者及び居

住する者をいう。 

（６） 対象事業の着手 第６条第１項に規定する対象事業の事業区域内にお

いて、太陽光発電設備の設置に係る工事又は当該設置に伴う木竹の伐採、切

土、盛土その他の造成を行うことをいう。 

（市の責務） 

第３条 市は、この条例の目的を達するよう必要な施策及び適正かつ円滑な運用



が図られるよう必要な措置を講ずるものとする。 

 （事業者及び土地所有者等の責務） 

第４条 事業者は、景観法（平成１６年法律第１１０号）その他関係法令及びこ

の条例を遵守し、本市の豊かで快適な環境と魅力ある景観の維持に十分配慮す

るとともに、自治会等の住民及び近隣関係者との良好な関係を保つよう努めな

ければならない。 

２ 前項の規定は、事業完了後においても適用する。 

３ 事業区域の土地所有者等（事業区域内の土地について所有権、借地権その他

の使用及び収益を目的とする権利を有する者をいう。以下「土地所有者等」と

いう。）は、この条例に定める手続の実施に協力するとともに、本市の豊かで

快適な環境と魅力ある景観の維持に十分配慮し、当該土地の適正な管理に努め

なければならない。 

（市民の責務） 

第５条 市民は、市の施策及びこの条例に定める手続の実施に協力するよう努め

なければならない。 

 （対象事業） 

第６条 この条例の適用の対象となる太陽光発電設備設置事業（以下「対象事業」

という。）は、事業区域の面積が１，０００平方メートル以上の太陽光発電設

備設置事業とする。ただし、建築物の屋根又は屋上に設置するものを除く。 

２ 前項に規定する面積は、既に実施している太陽光発電設備設置事業の事業区

域に近接し、一体的に事業を実施する太陽光発電設備設置事業については、そ

れらの面積を合計した面積とする。 

（届出及び協議） 

第７条 事業者は、対象事業を市内において実施しようとするときは、対象事業

の着手をしようとする日の６０日前までに、規則で定めるところにより、その

旨を市長に届け出て、協議しなければならない。 

２ 事業者は、前項の規定による届出の内容に変更が生じた場合は、遅滞なく、

その旨を市長に届け出て、協議しなければならない。ただし、その変更が規則

で定める軽微なものであるときは、この限りでない。 

３ 市長は、前２項の規定による協議が終了したときは、事業者に当該協議が終



了した旨を通知するものとする。この場合において、市長は、必要に応じて当

該通知に意見を付すことができる。 

 （自治会等の住民への周知等） 

第８条 事業者は、前条第１項の規定による届出をする前に、当該届出に係る対

象事業の内容について、自治会等の住民に周知するとともに、自治会等の住民

から要請があったときは、当該対象事業に係る説明会を開催しなければならな

い。 

２ 前項の規定は、前条第２項の規定による変更の届出をする場合について準用

する。 

３ 事業者は、前２項の場合において、自治会等の住民の理解を得るよう努めな

ければならない。 

（近隣関係者への周知等） 

第９条 事業者は、第７条第１項の規定による届出をする前に、当該届出に係る

対象事業の内容について、近隣関係者に周知するとともに、近隣関係者から要

請があったときは、当該対象事業に係る説明をしなければならない。 

２ 前項の規定は、第７条第２項の規定による変更の届出をする場合について準

用する。 

３ 事業者は、前２項の場合において、近隣関係者の理解を得るよう努めなけれ

ばならない。 

（着手等の届出及び確認） 

第１０条 事業者は、対象事業の着手、完了、休止、再開又は廃止をしたときは、

遅滞なく、市長に届け出なければならない。 

２ 市長は、前項に規定する対象事業の完了の届出があったとき、又は必要があ

ると認めるときは、立入調査その他の方法により、事業が適切に行われている

かどうかを確認するものとする。  

（報告及び立入調査） 

第１１条 市長は、この条例の施行に必要な限度において、事業者、工事施行者

（対象事業の工事を請け負った者又は自ら工事を行う者をいう。）、土地所有

者等その他の対象事業の実施に関係する者（以下「事業者等」という。）に対

し必要な報告若しくは資料の提出を求め、又はその職員に事業区域に係る土地



に立ち入り、対象事業に関する事項について調査させ、若しくは事業者等に質

問させることができる。  

２ 前項の規定による立入調査をする職員は、その身分を示す証明書を携帯し、

関係者の請求があったときは、これを提示しなければならない。  

３ 第１項の規定による立入調査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと

解してはならない。 

 （指導、助言及び勧告） 

第１２条 市長は、必要があると認めるときは、事業者に対して、適切な措置を

講ずるよう指導又は助言を行うことができる。 

２ 市長は、必要があると認めるときは、次の各号のいずれかの要件に該当する

事業者に対し、期限を定めて適切な措置を講ずるよう勧告することができる。 

（１） 第７条第１項若しくは第２項の規定による届出をせず、又は虚偽の届

出をすること。 

（２） 第７条第１項若しくは第２項の規定による協議をせず、又は同条第３

項の規定による通知を受ける前に対象事業の着手をすること。 

（３） 前項の規定による指導又は助言に正当な理由なく従わないこと。 

（４） 前条第１項に規定する報告若しくは資料の提出をせず、若しくは虚偽

の報告若しくは資料の提出をし、又は同項の規定による立入調査を拒み、妨

げ、若しくは忌避し、若しくは同項の規定による質問に対して答弁をせず、

若しくは虚偽の答弁をすること。  

３ 事業者は、第１項に規定する指導若しくは助言又は前項の規定による勧告を

受けたときは、その処理の状況を市長に報告しなければならない。 

（公表） 

第１３条 市長は、前条第２項の規定による勧告を受けた事業者が、正当な理由

なく当該勧告に従わないときは、当該勧告に従わない事業者の氏名及び住所（ 

法人その他の団体にあっては、その名称及び代表者の氏名並びに主たる事務所

の所在地）並びに当該勧告の内容を関係機関に通知するとともに、公表するこ

とができる。 

２ 市長は、前項の規定による関係機関への通知及び公表をしようとするときは、

あらかじめ事業者に対して、その理由を通知し、意見を述べる機会を与えなけ



ればならない。 

 （委任） 

第１４条 この条例に定めるもののほか、この条例の施行に関し必要な事項は、

規則で定める。 

 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、平成３１年１０月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この条例は、この条例の施行の日以後に対象事業の着手をする太陽光発電設

備設置事業について適用する。 

３ この条例の施行の日から６０日を経過する日までの間に対象事業の着手をす

る太陽光発電設備設置事業における第７条第１項の規定の適用については、同

項中「対象事業の着手をしようとする日の６０日前までに」とあるのは、「速

やかに」とする。 


